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１．ワーキンググループの目的

1



自治体におけるAIの利用に関するワーキンググループの目的

【ワーキンググループの目的】

○ 人口減少下において、地域の担い手を含めた資源の不足や偏在が深刻化する中で、自治体の行財政のあり
方を持続可能なものにしていくため、具体的な課題の整理及び対応の方策について幅広く議論を行うことを目的
として「持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会」が開催されており、当該研究会においては、デジタル技
術の導入により、一定の業務効率化の効果が生まれていると言及されている。

○ デジタル技術の中でも、とりわけ生成AIを中心にAIの技術進歩はめざましく、社会への導入も進んでいる。また、
当該研究会の地方公共団体からの意見聴取においても生成AIの導入により職員の業務効率化をできるか注力
している旨の発言があったところであり、業務効率化等の手段の一つとして、自治体において導入が進みつつある。

○ 一方で、AIの利用については、ノウハウ不足等により、小規模団体を中心に導入されていない自治体や、導入
に当たって手探り状態になっている自治体も多く見られる。また、個人情報の流出やハルシネーションなど、様々な
リスクも存在している。
（政府内での利用においては、生成AIに係るルール策定等の動きが見られるところ。）

○ これらを踏まえ「持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会」の下に「自治体におけるAIの利用に関するワ
ーキンググループ」を開催し、自治体の業務効率化や行政の質の向上のためのAIの利用に当たっての方法や留
意事項等を議論し、報告書をとりまとめる。
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２．「持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会」における
議論の状況

（第１回研究会資料より抜粋）
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実数

2017推計人口

2023推計人口

（万人）

将来の人口推計

○ 日本の人口は、２０２３年時点の推計で、2020年（12,615万人）から2050年（約10,470万人）にか
けて約2,150万人減少する見込みであり、生産活動を中心となって支える15～６４歳の人口割合は、約
７％減少し52.9％となる見込み。

○ 出生数は想定を上回るペースで減少しており、今後、労働の中核的な担い手が急速に減少することが
見込まれる。

■日本の将来人口推計（実績と推計） ■日本の出生数の動向（実績と推計）

想定よりも
出生数が減少

4

（備考）「第３回社会保障審議会年金部会」資料を一部加工

前回

今回

（備考）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」
「日本の将来推計人口（令和5年推計）」、厚生労働省「人口動態統計」に基づき
事務局作成

10,470万人

2024年上半期の出生数は約33

万人にとどまり、年間70万人を
下回るペース

第１回持続可能な地方行財政の
あり方に関する研究会資料
（令和６年11月21日）



地方公共団体における経営資源の制約

○ 地方公務員数は団塊ジュニア世代が相対的に多く、山となっているが、2040年頃には団塊ジュニア世
代が退職する一方、入庁が見込まれる20代前半となる者の数は団塊ジュニア世代の３分の１程度となる
見通し。
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出生数（人） 合計特殊出生率

（出典）総務省「令和５年地方公務員給与実態調査」

団塊ジュニア世代
団塊ジュニア世代が定年退職後
に20代前半となる層

1973年の出生数
約210万人

2023年の出生数
約73万人

（千人）（千人）

（出典）2023年までは厚生労働省「人口動態統計」、2040年及び2050年の出生数は国立社会保障・人口
問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」における出生中位・死亡中位仮定による推計値

出生数と合計特殊出生率の推移都道府県及び市町村の年齢別職員数（2023年）
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地方公共団体の各事務における主なデジタル技術の活用状況①

○ 各事務においてデジタル技術の導入等により、一定の業務効率化の効果が生まれている。一方、全国
的には導入率等が低く、業務時間削減効果も地方公共団体全体の業務からすると部分的（※）といった課
題もある。

事務の例（活用場面等） デジタル化の種類 業務効率化内容 ○地方公共団体の取組効果例、●全国の導入率等

１．申請等受付、証明書交付
（住民窓口での手続、図書館貸
出予約、施設予約等）

①オンライン申請
②コンビニ交付
（キオスク端末）

③書かない窓口

①住民との対面対応が不要、電
話受付対応が減少 

②住民との対面対応、交付処理
作業が不要

③記載の不備がなくなり、修正
作業が減少 

＜手続のオンライン化＞
●子育て・介護26手続の全国のオンライン申請利用
率は1.0％

●全国でのパスポートの切替申請の利用率は31％
＜書かない窓口＞
○年間約36,000件の手続を受け付け、職員の作業
時間1,950時間を削減

●全国での導入率は３０.３%

２．通知、お知らせ
（子育て関連、職員向け等）

①電子通知 ①発送作業が不要 
 

○庁内職員向け通知物のデジタル化により従来より
通知業務処理時間を90％削減

３．入力、打込み
（反復的・定型的な作業、紙の
申請書等の受付後作業等）

①RPA
②AI-OCR

①手作業での入力が不要 
②手作業でのデータ化が不要

○保育園の入園申請受付業務で、電子申請の導入及
び申請情報のシステムへの入力作業のRPAでの代
替により年間2,090時間削減（削減率67.6%）

４．審査、決裁
（形式的な確認、突合作業等）

①AI
②電子決裁

①書類の不備の自動検出によ
り確認作業が減少

②紙での持ち回りが不要

○支出命令伝票の不備をAIが自動検出する実証実
験を実施し、年間最大約1,６００時間を削減可能と
の見込み

５．住民相談、面談
（福祉・介護、子育て、就労など
専門的知見を要する分野等）

①リモート窓口
②AI

①専門職員が支所等に出向く
ことが不要 

②相談内容に応じた資料の表
示、相談録等の作成が不要

○児童相談の電話対応でのAI活用により音声がリ
アルタイムでテキスト化、自動で対応マニュアル等
が表示され、相談から対応・記録作成まで１件あた
り約20分削減

６．問合せ対応
（定型的、類似の質問が多い
分野等）

①AIチャットボッ
ト

①簡単な質疑対応が減少 ○AIチャットボット導入後の質問数月平均7,494件
に対し回答率93.9%

（※）一般的な職員１人あたり年間労働時間：約２千時間
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事務の例（活用場面等） デジタル化の種類 業務効率化内容 ○地方公共団体の取組効果例、●全国の導入率等

７．調整、打合せ、会議
（地方公共団体内、
他団体や国との間等）

①コミュニケーシ
ョンツール（ビジ
ネスチャット）

②オンライン会議
③AI

①電話やメールでのやりとり
の減少、意思決定の迅速化

②会議場所への移動が不要 
③議事録作成作業の減少

○電話やメールでのやりとりが減少し、年間約５万時間削減

（職員一人当たり11分／日削減）

○出先機関との会議のための最大１時間の移動が不要

○会議の議事録作成作業において、１回あたり3時間30分

〜6時間程度削減（75％削減）

８．決済、納付
（証明書交付、施設利用
料の支払い、納税等）

①キャッシュレス
決済

②eLTAX

①住民との対面対応や現金
の取扱いが不要 

②納付書の仕分け作業、保管
が不要

○申請～決済の電子化で事務処理時間が実質33％減少

○保育施設で現金の受領や銀行入金関係作業等が無くなり

１園あたり約60時間/月の業務時間を削減

●全国での固定資産税の納付は例年約２億件のうち、

eLTAXでの処理は2,500万件強程度

９．契約、補助金申請
受付

（物品購入、公共事業、補
助金手続等）

①電子契約
②Jグランツ(※１)

①契約書の製本、メールや郵
送等の作業が不要

②メールや郵送等の作業が
不要

○約50％が電子契約に置き換わっており、契約１件あたり

の作業時間が20分程度短縮見込み

●Jグランツの活用により補助金申請受付等を行う地方公共

団体は4１団体

１０．マッチング
（保育園入園事務等）

①AI ①選考作業等が不要 ○延べ約1,500時間かけていた数千人規模の入所希望児

童の選考が、AI導入により数十分程度で完了

１１．報告、調査回答
（国からの照会対応等）

①一斉調査システ
ム(※２)

①メールでのやりとり、エク
セル様式等での回答が不要

●一斉調査システムによる各省庁から地方公共団体への発

出件数は年間2,861件

１２．現地調査
（災害被害状況調査、住
民訪問調査、インフラ
点検等）

①ドローン
②AI
③タブレット

①目視以上の広範囲の調査

②画像解析により異常の有無
を特定、調書の自動作成

③紙資料の持ち出しが不要、
カメラ・録音機能によりメモ
作成が効率化

○ドローンによる自動航行機能とAIによる画像解析を併用

することで、７日程度かかっていた河川出水後の被災箇所

把握が３日程度に短縮

○介護認定の訪問調査へのタブレットの活用で、調査からシ

ステムへの結果入力までの時間が15分/件程度短縮想定

１３．監視
（河川の水位等）

①監視カメラ、水
位センサー

②AI

①災害時の河川監視のため
の拘束時間の減少、職員の
長年の経験に依存しない

○河川監視カメラ・水位計などから得られるデータとAIを用

いた河川管理の高度化に係る実証実験を実施

地方公共団体の各事務における主なデジタル技術の活用状況②

（※１）Jグランツ：補助金の電子申請を行うことができるシステム。国や地方公共団体が執行する補助事業で利用が可能
（※２）一斉調査システム：全国の地方公共団体の担当者宛に都道府県を経由せずに一斉に通知・調査を発出可能なシステム

(備考)各省庁や地方公共団体、事業者
の公表HP等をもとに事務局作成 7
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３．自治体におけるAIの利用状況
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政府におけるAI利用の方向性

「経済財政運営と改革の基本方針2024 ～賃上げと投資がけん引する成長型経済の実現～」
（骨太方針2024。令和6年6月21日閣議決定）（抄）

○ 人口減少や少子高齢化が急速に進行する中でも、活力ある持続可能な地域社会を実現するため
には、経済の好循環を地域の隅々まで行き渡らせるとともに、地域ごとに異なる将来の人口動態を念
頭に、地方公共団体が人手不足やインフラ老朽化等の資源制約に対応し、持続可能な形で行政サ
ービスを提供していくことが重要である。このため、（中略）ＡＩ・ＲＰＡ等のデジタル技術の徹底実
装による自治体ＤＸの推進等を通じた住民の利便性向上と行財政効率化の両立を実現

（以下略）

第33次地方制度調査会「ポストコロナの経済社会に対応する地方制度のあり方に関する答申」
（令和５年12月21日）（抄）

○ 生成AIなどの最先端技術を業務上利用する場合には、情報セキュリティ等のリスクへの対応に万
全を期し、行政サービスの信頼性の確保に留意した上で、業務の効率化、人員配置の最適化と創
造性の向上のために有用な分野において、適切な活用の手法を検討することが重要である
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地方公共団体におけるAI・RPAの導入状況

○ 都道府県、指定都市ではほぼ全団体でAI・RPAの導入が進んでいるが、その他の市区町村では導入済み団体が
半数以下であり、地方公共団体の規模によって導入状況が大きく異なる
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258
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24%

その他の市区町村

(出典）総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」
（令和５年12月31日現在）

AIの
導入状況
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24%

その他の市区町村

導入済み 実証中 導入予定 導入検討中 導入の検討を行った、または実証実験を
実施したが導入には至らなかった 導入予定もなく、検討もしていない

RPAの
導入状況
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○ AI・RPAの導入により、人口規模によらず作業時間の短縮効果を生じさせることが可能である。

（出典）総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和５年12月31日現在）

AI・RPA導入効果の主な例

AI・RPA
（導入分野） 導入効果 導入市町村

の人口規模
導入コスト
[千円]

年間ランニ
ングコスト
[千円]

AI
（音声認識）

議事録の作成については、概ね録音時間の3～5倍の時間を要するが、本ツールの活用により、
会議終了時にはすでに文字起こしが完了しているので直ちに作業を開始でき、また手直しの
時間のみで済ませることができるので、少なくとも60%の時間短縮ができる見込みである。

1.4万人 30 231

AI
（文字認識）

職員の人間ドック受診結果、県営発電所における発電記録など、データ入力を自動化するこ
とで、年間21,540時間の入力作業時間を削減（99％減） 53.2万人 0 2,884

AI
（マッチング）

・入所結果通知の発送時期をシステム導入前から約１ヶ月早期化することができ、市民満足
度向上が図れた。
・入所選考のマッチング作業が年間約120時間軽減され、担当職員の時間外労働の解消に
繋がった。

6.8万人 4,180 550

RPA

・子どものための教育・保育給付認定申請及び保育所等利用申請業務のデータ化作業にお
いて、年間82時間53分削減（約84％減）
・マイナンバー管理業務のデータ化作業において、年間690時間削減（約81％減）
・特別徴収に係る異動届出書の入力業務のデータ化の作業において、年間150時間を削減
（45％減）
・課税誤りに伴う課税異動業務のデータ化の作業において、年間1,935時間を削減（73％
減）
・課税誤りに伴う資産異動業務のデータ化の作業において、年間1,949時間を削減（75％
減）

他１業務
合計 年間4,897時間を削減

7.7万人 6,449 1,235

地方公共団体におけるAI・RPAの導入事例
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都道府県 指定都市 その他市区町村

（出典）総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和５年12月31日現在）

音声認識
（音声のテキスト化、声の識別）

文字認識
（手書きや活字の認識）
チャットボットによる応答
（行政サービスの案内）

マッチング
（需要と供給の調整）

最適解表示
（推奨案提示、不正・誤り検知）

画像・動画認識
（画像や動画の特徴の認識・検出）

数値予測
（変化する数理の将来予測）

その他

導入件数（件）

○ 地方公共団体がAI・RPAを導入している分野については、特定のものに偏りがみられる状況である。

財政・会計・財務

情報化・ＩＣＴ

障がい者福祉

学校教育・青少年育成

生活困窮者支援

複数の分野にまたがる横断的なもの

その他

児童福祉・子育て

健康・医療
組織・職員（行政改革を含む）

高齢者福祉・介護

地方公共団体におけるAI・RPAの導入分野
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その他市区町村指定都市都道府県

（出典）総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和５年12月31日現在）

地方公共団体のAI・RPAの導入に向けた課題

○ AI・RPA導入の課題として、人材の確保に加え、コストが高額であること、導入効果が不明であることを挙げている団体が多い。
○ 特に、指定都市以外の市区町村では、活用できる業務等が不明、何から取り組むべきか不明、検討が進んでおらず課題が
不明であること等を挙げる団体が多い。

AI

RPA

取り組むための人材がいない又は不足している

取り組むためのコストが高額であり予算を獲得するのが難しい
導入効果が不明

担当課においてAI導入検討より優先対応すべき
業務課題が存在する

どのような業務や分野で活用できるかが不明
何から取り組めばいいのか不明

導入に向けた検討が進んでおらず課題が不明

参考となる導入事例が少ない
AIの技術を理解することが難しい

財政担当課における優先順位が低い
その他

取り組むための人材がいない又は不足している

取り組むためのコストが高額であり予算を獲得するのが難しい
導入効果が不明

担当課においてAI導入検討より優先対応すべき
業務課題が存在する

どのような業務や分野で活用できるかが不明
何から取り組めばいいのか不明

導入に向けた検討が進んでおらず課題が不明

参考となる導入事例が少ない
AIの技術を理解することが難しい

財政担当課における優先順位が低い
その他
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地方公共団体における生成AIの実証実験・導入状況

○ 生成AIを導入済みの団体は、都道府県で51.1%、指定都市で40.0%、その他の市区町村で9.4%となっており、
地方公共団体の規模によって導入状況が異なる。

１ 導入済
２ 実証実験中
３ 導入検討中（導入予定あり）
４ 導入(実証実験含む)予定はないが、首長レベルで検討している
５ 導入(実証実験も含む）予定はないが、幹部レベルで検討している
６ 導入(実証実験も含む)予定はないが、担当課レベルで検討している
７ 導入の検討を行った、または実証実験を実施したが導入には至らなかった
８ 導入予定もなく、検討もしていない

団体数，
全体に占める％

24,
51.1%

21, 
44.7%

2, 
4.3%

都道府県

162, 
9.4%

271, 
15.7%

248, 
14.4%

8, 
0.5%

13,
0.8%

388, 
22.5%

157, 
9.1%

474, 
27.5%

その他市区町村

8,
40.0%

10, 
50.0%

1, 
5.0%

1, 
5.0%

指定都市

（備考）「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（総務省情報流通行政局 令和５年12月31日現在）に基づき事務局作成
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先行団体における生成AI導入事例

15※ 「自治体におけるAI活用・導入ガイドブック<別冊付録>先行団体における生成AI導入事例集」を参考に事務局作成

兵庫県
神戸市

○ 令和５年度初めに「Azure OpenAI Service」の独自環境を構築。試行利用を経て、令和６年２月から
「Microsoft Copilot」の全庁利用を開始。広報紙作成をはじめ幅広い業務に活用している。

○ 試行利用では、作業時間短縮のほか、企画内容充実や事務作業の手戻り減少など業務の質が向上した。
○ 活用促進のため、職員向けにプロンプト事例集を作成・公表している。また、個人情報の取扱いに帯する市民の不
安解消のため、利用上のルール整理を行った。

大分県
別府市

○ 令和５年１１月から「自治体AI zevo」の本格運用を実施。文章案の作成支援やアイデア出しなど幅広く活用して
いる。

○ 生成AIとRPAを組み合わせることで、市民アンケートの分類作業が２週間から２日間程度に短縮された。
○ 利用促進のハードルとならないよう、利用上の注意点を必要最小限に限定した。一方で、ハルシネーション対策のた
め、生成AIの回答内容は必ず確認するよう利用者に求めている。

北海道
当別町

○ 令和５年１０月から「LoGoAIアシスタントbot版」の本格運用を開始。 「AI議事録+ChatGPT」による各種議事
録の要約や広報などの文書作成等、分野を問わず幅広く活用している。

○ 導入前２～３時間要していた議事録作成作業が３０分程度に短縮された。
○ 積極的に利用している職員とそうでない職員に二極化している。そのため、説明会の実施など有効事例紹介の発信
機会を設けている。

○ 生成AIを既に導入している団体では、幅広い分野での生成AIの活用が行われており、作業時間の短縮等の効果が現れている。
〇 導入に当たっては、事例紹介等活用を促進するための取組を行いつつ、リスク対策を講じている例もある。



地方公共団体における生成AIの活用事例

○ 生成AIの活用事例としては、「あいさつ文案の作成」、「議事録の要約」、「企画書案の作成」、「ローコード
の作成（マクロ、VBA等）」が多いが、汎用的な使い方に限定されているものが多い。

356

281

245

213

198

166

145

117

117

107

101

73

71

43

33

29

21

127

0 50 100 150 200 250 300 350 400

あいさつ文案の作成

議事録の要約

企画書案の作成

ローコードの作成（マクロ、VBA等）

メール文案の作成

翻訳

議会の想定問答の文案の作成

住民等からの質問に対する回答案の作成

計画案の作成

マニュアル案の作成

SNSへの投稿文案の作成

仕様書案の作成

記者発表資料案の作成

庁内情報の検索

例規案の作成

契約書案の作成

ポスター・チラシ等の画像生成

その他

（備考）「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（総務省情報流通行政局 令和５年12月31日現在）に基づき事務局作成 16



自治体における生成AIの導入効果

活用事例 導入効果 人口規模
あいさつ文案の作成 年間1,500時間の削減 19.6万人

あいさつ文案の作成 年間300時間の削減 3.9万人

議事録の要約 導入前に要していた時間のデータがないため、導入前後で
の業務削減時間の算定は不可能ですが、１件あたり、半
日程度要していたものが、導入後は、少なくとも30～1時
間程度までに短縮されていると推察しています。

4.6万人

ポスター・チラシ等の画
像生成 

年間160時間の削減 6.8万人

ローコードの作成
（マクロ、VBA等） 

年間30時間の削減（コード生成のみ） 3.4万人

○ 生成AIの導入効果として、活用事例の多い「あいさつ文案の作成」で1,000時間を超える業務削減効果
があったほか、人口規模の小さい自治体においても業務削減効果が現れている事例もある。

（備考）「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（総務省情報流通行政局 令和５年12月31日現在）に基づき作成
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生成AIの導入における課題

○ 生成AIの導入における課題として、信頼性や導入効果、人材の確保、活用可能な業務・分野の理解不足
等を挙げている団体が多い。

562

495

476

466

458

351

275

272

239

227

209

193

128

325

0 100 200 300 400 500 600

AI生成物の正確性への懸念がある

導入効果が不明

取り組むための人材がいない又は不足している

どのような業務や分野で活用できるかが不明

要機密情報流出の懸念がある

取り組むためのコストが高額であり、予算を獲得するのが難しい

情報の収集・活用等に関する個人情報保護等の制約

著作権侵害の懸念がある

担当課において生成AIより優先対応すべき業務課題が存在する

何から取り組めばいいのか不明

導入に向けた検討が進んでおらず課題が不明

参考となる導入事例が少ない

生成AIの技術を理解することが難しい

その他

（備考）「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（総務省情報流通行政局 令和５年12月31日現在）に基づき事務局作成
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生成AIの導入における課題についての地方公共団体の意見

19

○ 生成物の正確性に関する課題
・生成AI活用の課題はハルシネーション（事実に基づかないことを回答してしまう）と認識しており、生成AI
の回答内容は必ず確認するよう利用者に求めている。

○ 導入効果に関する課題
・職員人数が比較的少ない小規模自治体では、職員あたりの業務の種類が多いため、業務ごとにシステム
化して個別に作業時間を圧縮するようなアプローチでは、職員単位の作業効率の向上には繋がりづらい
など、大規模自治体とは異なる特徴がある。

○ 利用促進に関する課題
・生成AIを全庁的に展開しているものの、積極的に利用している職員とそうでない職員に二極化しているこ
とが課題である。

・デジタル推進課が把握不可能なところで職員が業務に活用する懸念があった。

○ 情報流出の懸念に関する課題
・個人情報の取扱いに対する市民の不安を解消することが課題であった。それらリスクや課題に対し、条例
改正等の利用上のルール整理を早い段階で行うことで解決した。

・個別契約に基づき生成AI利用環境を整備した場合に、機密性を有する情報等をどこまで取り扱うこととす
るかの判断が難しく、ルール作りに苦慮した。

○ 予算獲得に関する課題
・生成AIが急速に社会に浸透したため予算を確保することが課題であった。

（備考）「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（総務省情報流通行政局 令和５年12月31日現在）、
生成AI自治体におけるAI活用・導入ガイドブック<別冊付録>先行団体における生成AI導入事例集に基づき事務局が作成



359 

232 

1,197 

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

策定済

策定中

未策定

団体数（団体）

生成ＡＩ利用におけるガイドライン策定状況

○ 生成AI利用におけるガイドライン策定状況は、「策定済」が359団体であったものの、「未策定」が1,197団体と
最も多い。

（備考）「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（総務省情報流通行政局 令和５年12月31日現在）に基づき作成
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（参考）自治体が策定する生成ＡＩガイドラインの例

21※ 事務局において両団体の生成AI利用におけるガイドラインの一部を抜粋して記載している。

千葉県「生成AIの利用ガイドライン【第2.0版】」（令和６年２月）

岐阜市「生成AI利活用ガイドラインVersion1.1」（令和６年４月）

第３ 利用に際しての注意事項
（１） データ入力に際しての注意事項
ア 個人情報等機密性の高い情報を入力しないこと。
イ 入力データが AI の学習データに利用されない設定を行った上で利用すること。
ウ 機密性を有する情報を入力しないこと。

（２） 生成物の利用に際しての注意事項
ア 生成物を鵜呑みにせず、根拠等をしっかり確認すること。
イ 権利侵害等となっていないかをしっかり確認すること。
ウ 生成物は、原則として取捨選択、修正加工を行った上で利用すること。 
生成物をそのまま利用した場合は、｢千葉県生成 AI 利用サービスにより作成｣

 と資料中に明記すること。

２ 文章生成AIを利⽤する際に注意すべき事項
＜利用する職員が守るべきルール＞
１ 利用する際、各課の利用者を情報セキュリティ管理者が承認し、
デジタル戦略課へ報告する

２ 個人情報等、機密性２以上の情報を入力しない
３ 生成物の内容に虚偽、古い情報等がないか確認する。
４ 利用・公開等する際、誰かの権利を侵害していないか調査する。
５ 生成物をそのまま使用することは避け、加筆・修正する。

＜生成AIの利用ガイドライン 別冊 プロンプト集＞
１ プロンプトの例
２ 事例編
（１）文章の校正・書き換え
（２）文章の要約・情報の整理
（３）文案作成・資料作成
（４）翻訳
（５）Excel関数の作成、VBA等プログラミング

の補助
（６）アイデアの壁打ち
（７）アンケート設計・分析

４ 文章生成AIの活⽤分野
• 文章生成AIの活⽤で向いているもの
• 文章生成AIの活⽤で不向きなもの

５ プロンプトエンジニアリング
• プロンプトエンジニアリングとは
• 使⽤するプロンプトのおおまかな分類
• プロンプトのコツ
• プロンプトのフレームワーク
• 実証実験で実際に利⽤

○ 自治体の策定したガイドラインでは、利用に際しての注意事項を整理するとともに、プロンプト集や活用分野を
示すことで生成AIの利用を促している例が見られる。



○ 自治体が重点的に取り組むべき事項や国による支援策等を取りまとめた「自治体DX推進計画」を策定している。
○ AIについては、令和３年６月に具体的なAIの導入手順や留意すべきポイントについてまとめた
「自治体におけるAI活用・導入ガイドブック」を策定、令和６年７月に生成AI導入事例を別冊として公表している。

■自治体におけるDXの推進体制の構築
① 組織体制の整備 ② デジタル人材の確保・育成
③ 計画的な取組  ④ 都道府県による市区町村支援

■重点取組事項

① 自治体フロントヤード改革の推進

② 自治体情報システムの標準化・共通化
③ 公金収納におけるeLTAXの活用

④ マイナンバーカードの普及促進・利用の推進

⑤ セキュリティ対策の徹底
⑥ 自治体のAI・RPAの利用推進
⑦ テレワークの推進

■自治体DXの取組とあわせて取り組むべき事項
① デジタル田園都市国家構想の実現に向けたデジタル実装
の取組の推進・地域社会のデジタル化

② デジタルデバイド対策
③ デジタル原則を踏まえた規制の点検・見直し

自治体DX推進計画（R2.12策定、R6.4改定）

1.導入手順書の目的
2.AIとは何か
3.地方公共団体へのAI導入

1.事前検討
2.計画立案
3.調達・事業者選定
4.AIの導入
5.運用

AI導入事例の紹介

第1章 はじめに

第2章 AIの活用と導入手順

第3章 先行団体におけるAI導入事例

「自治体におけるAI活用・導入ガイドブック」（R3.6公表、R4.6改定）

（別冊）生成AI導入事例集
22

1.1 AI導入への期待
1.2 本書の構成
1.3 AI導入に関する課題
2.1 AIとは何か
2.2 AIでできること
2.3 民間企業におけるAIの利活用動向
3.1 自治体にAI導入が求められる背景
3.2 AI導入のメリット
3.3 AI導入の取組状況

1.1 解決したい課題の特定
1.2 実現方法の検討
1.3 関係者との事前協議
2.1 AIの利活用に係る方針の確認
2.2 データの取り扱いに係る確認
2.3 情報セキュリティに係る確認
2.4 AI導入計画書の作成
3.1 調達の準備
3.2 事業者選定、契約締結
4.1 既製AIの導入を行う場合
4.2 学習済みモデルを活用、

 または新規にAIを構築する場合
4.3 本格導入に向けた準備
5.1 本格導入後の実施事項

実際に効果的な取組が実施されている先行
団体におけるAI導入事例における事業概要、
効果、使用データ、ポイントを紹介

「自治体におけるＡＩ活用・導入ガイドブック」（総務省）の概要



政府におけるChatGPT等の生成AIの業務利用に関する申合せについて

ChatGPT等の生成AIの業務利用に関する申合せ（令和５年５月８日）

ChatGPT 等の生成AI の業務利用に関する申合せ（第２版）（令和５年９月15日）

AI戦略チーム事務局への確認結果（令和５年11月13日） 

○ 機密性２情報の範囲については、機密性２情報のうち適切なリスク分析を行った情報であり、例えば、以下の業務等に利用することを想定。
・ 将来の公表を予定している文書（想定問答、白書等）の下書きの作成
・ 国際会議（公開されるもの）における情報収集、翻訳、提案の下書きの作成
・ 自治体職員からの質問に対する回答案の作成
・ 技術文書の作成、ソフトウェア開発運用保守、インフラ構成管理の支援

（１） 約款型クラウドサービスによる生成AI の業務利用関係
・周知事項のうち「原則として」が削除され「要機密情報を取り扱うことはできない」に変更

（２） 約款型クラウドサービスでない形態による生成AI の業務利用
関係省庁においては、
・サービスにおいて生成AI を利用していることの明示
・生成AI の出力結果を二次利用する場合の責任の明確化
・一般利用者を対象とする場合は検証段階であることの明示とテスト参加の同意の取得等について対応し、
「AI 戦略チーム」の了解及び組織規定上の利用承認を得たうえで一部の機密性２情報まで取り扱うことができる

（１） 約款型クラウドサービスによる生成AI の業務利用関係
・現在のChatGPTは約款型外部サービスに区分されるサービスであること
・約款型クラウドサービスでは、原則として要機密情報を取り扱うことはできないこと
・利用に当たっては、組織の規程に則り承認を得る手続きが必要であること
について職員等に対して周知

（２） 約款型クラウドサービスでない形態による生成AI の業務利用
・非約款型外部サービスの生成AI利用を検討する場合は、検討状況を「AI戦略チーム」に報告し、了解を得ること

以下、事務局にて「ChatGPT等の生成AIの業務利用に関する申合せ（令和５年５月８日）」等の内容を抜粋
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○ デジタル社会推進会議幹事会において、ChatGPT等の生成AIの業務利用について、関係省庁を対象とした申合せがなさ
れている。

○ 具体的には、約款型クラウドサービスでは要機密情報を扱うことはできないこと、個別契約に基づく非約款型外部サービスの
場合は、責任の所在の明確化等を行った利用計画書の作成等を前提に、機密性２情報まで扱うことが可能とされ、白書や
想定問答等の将来の公表を予定している文書等に利用されることが想定されているところ。

○ 総務省からも、各自治体に対し申合せの内容について累次にわたり周知するとともに、情報セキュリティ対策の徹底を依頼



４．ＡＩの利用に関する政府の検討等

24



○ 事業活動においてAIに関係する全ての事業者（企業に限らず、公的機関を含めた組織全般）を対象。事業者を
①AI開発者、②AI提供者、③AI利用者に大別。

○ ３つの事業者カテゴリに共通の指針を括りだした上で（第２部C）、各カテゴリに特有、重要となる事項を整理
（第３部～第５部）

AI事業者ガイドライン第1.01版（総務省・経産省、R6.11.22改訂）

本編の構成
第１部 AIとは

第２部 AIにより目指すべき社会と各主体が取り組む事項
A 基本理念
B 原則
C 共通の指針（一般的なAIシステム）
D 高度なAIシステムに関係する事業者に共通の指針
E ガバナンスの構築

第３部 AI開発者に関する事項
    データ前処理・学習時、AI開発時、AI開発後、国際行動規範の遵守

第４部 AI提供者に関する事項
AIシステム実装時、AIシステム・サービス提供後、国際指針の遵守

第５部 AI利用者に関する事項
AIシステム・サービス利用時、国際指針の遵守

総
論

各
論

別添

本編を補完する位置付けとして、次のような事項を記載
AIシステム・サービスの例（各主体の関係性等を含む）
AIによる便益や可能性、具体的なリスクの事例
ガバナンス構築のための実践ポイント、具体的な実践例
本編の各項目に関するポイント、具体的な手法の例示、
分かりやすい参考文献 等
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AI 利用者は、AI 提供者から安全安心で信頼できる AI システム・サービスの提供を受け、AI 提供者が意図した範囲内
で継続的に適正利用及び必要に応じて AI システムの運用を行うことが重要である。これにより業務効率化、生産性・創
造性の向上等 AI によるイノベーションの最大の恩恵を受けることが可能となる。また、人間の判断を介在させることによ
り、人間の尊厳及び自律を守りながら予期せぬ事故を防ぐことも可能となる。（中略）

●AI システム・サービス利用時
U-2）i. 安全を考慮した適正利用
・ AI 提供者が定めた利用上の留意点を遵守して、AI 提供者が設計において想定した範囲内でAI システム・サービスを
利用する（「2）安全性」）

・正確性・必要な場合には最新性（データが適切であること）等が担保されたデータの入力を行う（「2）安全性」）
・ AI の出力について精度及びリスクの程度を理解し、様々なリスク要因を確認した上で利用する（「2）安全性」）

U-3）i. 入力データ又はプロンプトに含まれるバイアスへの配慮

・著しく公平性を欠くことがないよう公平性が担保されたデータの入力を行い、プロンプトに含まれるバイアスに留意して、
責任をもって AI 出力結果の事業利用判断を行う（「3）公平性」）

U-4）i. 個人情報の不適切入力及びプライバシー侵害への対策
・AI システム・サービスへ個人情報を不適切に入力することがないよう注意を払う（「4）プライバシー保護」）
・AI システム・サービスにおけるプライバシー侵害に関して適宜情報収集し、防止を検討する（「4）プライバシー保護」）

U-5）i. セキュリティ対策の実施
・AI 提供者によるセキュリティ上の留意点を遵守する（「5）セキュリティ確保」）
・AI システム・サービスに機密情報等を不適切に入力することがないよう注意を払う（「5）セキュリティ確保」

U-7）ii.提供された文書の活用及び規約の遵守
・AI 提供者から提供された AI システム・サービスについての文書を適切に保管・活用する（「7）アカウンタビリティ」）
・AI 提供者が定めたサービス規約を遵守する（「7）アカウンタビリティ」

AI事業者ガイドライン（第5部 AI利用者に関する事項） ※本文抜粋
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AI戦略会議・AI制度研究会中間とりまとめ（案） 概要

27

2024年７月以降、AI制度研究会1)を計６回開催し、計15の研究者事業者等からのヒアリングを含む議論
を行い、中間とりまとめ（案）を作成。

背景
■ AIは我が国の発展に大きく寄与する可能性がある一方、様々なリスクが顕在化。
■ AIに対する不安の声が多く、諸外国と比べても開発・活用が進んでいないとの指摘。

AIの透明性など、適正性を確保し、AIの開発・活用を進める必要がある。
基本的な考え方

■ イノベーション促進とリスク対応の両立（Ⅱ.３.）
● 研究開発支援、人材育成、データや計算資源の

整備などイノベーションの促進
● 法令とガイドライン等の適切な組合せ
● OECD原則、広島AIプロセス国際指針等の

共通的な指針等と個別の既存法令の活用

■ 国際協調（Ⅱ.４.）
● AIガバナンスの形成に向けて議論をリード
● 国際整合性・相互運用性の確保

具体的な制度・施策の方向性

■ 政府等による利用（Ⅲ.２.）
● 適正なAI政府調達・利用 等

■ 基盤サービス等における利用（Ⅲ.３.）
● 各業法等による対応 等

速 や か な 法 制 度 化 が 必 要

世 界 の モ デ ル に な る よ う な 制 度

AIの研究開発・実装が最もしやすい国を目指す■ 全般的な事項（Ⅲ.1.）

● 政府の司令塔機能の強化、戦略の策定
・ 全体を俯瞰する司令塔機能強化
・ AIの安全・安心な研究開発・活用のための戦略（基本計画）の策定

● 安全性の向上等
・ 国による指針（広島AIプロセス準拠）の整備、事業者による協力
・ 国による調査・情報収集、事業者・国民への指導・助言、情報提供等

AI戦略会議・AI制度研究会中間
とりまとめ（案） １ページ目の内容

1) 官房長官が議長、全閣僚が構成員となっている「統合イノベーション戦略推進会議」の下に「AI戦略会議」を設置。
2) 上記の政策を講じた上で、今後のリスク対応のため引き続き制度の検討を実施すべき。



５．ワーキンググループの進め方
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ワーキンググループの進め方（案）

29

第１回ＷＧ ・キックオフ（ＷＧの目的、趣旨、進め方など）１月
23日

第２回ＷＧ ・実際のユースケースや自治体への聞取り※等を踏まえ、業務効率
化等が見込める業務や導入・利用に当たっての課題等を議論

３月
５日

第３回ＷＧ ・政府におけるルール策定等の動向等を踏まえつつ、地方公共団体
のAI利用に当たっての留意事項やリスク管理等を議論４月

第４回ＷＧ～ ・第３回ＷＧまでの議論を踏まえ、報告書の骨子など、報告書の
とりまとめに向けて議論

５月
以降

報告書完成

※ 報告書の内容は、「自治体におけるAI活用・導入ガイドブック」等に反映

※AIの導入や職員の利用に当たっての課題・工夫等について、複数の自治体への聞取りを予定



参考資料
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（AI導入ガイドブック別冊付録）生成AI導入事例集の概要

 令和5年度においては、地方自治体におけるAI・RPA活用の実証実験・導入状況等調査に加え、生成AIの
実証実験・導入状況について、令和6年1月10日～1月31日に調査を実施。その中から生成AIの導入につい
て先行する８団体（兵庫県神戸市、神奈川県横須賀市、宮崎県都城市、大分県別府市、埼玉県志木市、
静岡県湖西市、北海道当別町、岡山県西粟倉村）を選定し、取り組み状況の詳細についてヒアリングを実施。

生成AI導入事例集
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「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」について

基本方針

対策基準

実施手順

組織全体としてのセキュリティへの
取組指針、ビジョン

基本方針を実践するための
具体的な規則

具体的な手順書・
マニュアル

地方公共団体における情報
セキュリティポリシーに関するガイドライン

情報セキュリティポリシー

基本方針
（例文・解説）
対策基準

（例文・解説）

各地方公共団体は、
ガイドラインを参考に
しながら、自団体の情報
セキュリティポリシーを策定・改定

自団体の情報セキュリティポリシーに基づき、
具体的な情報セキュリティ対策を実施

総務省 地方公共団体

 「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）は各地方
公共団体のセキュリティ対策の指針として総務省が策定し助言。国における情報セキュリティ対策の動向やデジタ
ル化の動向等を踏まえながら、有識者検討会（学識経験者、自治体職員、システム調達契約や個人情報保
護法に知見を有する弁護士が構成員となっている検討会）での議論を経て、年度ごとに改定を実施。

検討会構成員（令和６年９月～）

（オブザーバ）デジタル庁、総務省サイバーセキュリティ統括官室、地方公共団体情報システム機構

石井 夏生利 中央大学国際情報学部教授
上原 哲太郎 立命館大学情報理工学部教授
岡村 久道 弁護士 国立情報学研究所客員教授
柿崎 淑郎 東海大学情報通信学部情報通信学科

准教授
北村 卓司 香川県政策部デジタル戦略総室

情報システム課長
佐々木 良一 東京電機大学名誉教授兼

同大学サイバーセキュリティ研究所
客員教授 【座長】

佐藤 淳 中央区企画部副参事
澁谷 展由 弁護士 弁護士法人琴平綜合法律事務所
庄司 昌彦 武蔵大学社会学部メディア社会学科教授
髙橋 邦夫 合同会社KUコンサルティング

代表社員
(元豊島区役所ＣＩＳＯ、一関市、北区等のCIO補佐
官）

三輪 信雄 総務省最高情報セキュリティアドバイザー
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生成AIに係る主な政府内の取組状況について

※内閣府「第11回AI戦略会議（令和6年8月2日開催）」事務局資料を参考に事務局が作成

ＡＩに関する暫定的な論点整理 （AI戦略会議、2023.5.26）
中間とりまとめ（案）公表（AI戦略会議・AI制度研究会2024.12.26）

【個人情報保護】

OpenAIに対する注意喚起（個人情報保護委員会、2023.6.1）
生成AIサービスの利用に関する注意喚起等（個人情報保護委員会、2023.6.2）

【AIと知的財産権との関係】

文化審議会著作権分科会法制度小委員会「AIと著作権に関する考え方について」
（文化庁、2024.3.15）
AIと著作権の考え方について整理。周知・啓発。関係者の相互理解の促進等。

AI時代の知的財産検討会 中間とりまとめ（知的財産戦略推進事務局、2024.5.28）
法、技術、契約による取組み。

【政府における利用】

ChatGPT等の生成AIの業務利用に関する申合せ（デジタル社会推進会議
幹事会）
第一版（2023.5.8）で機密性1情報から試験的に利用。第二版（
2023.9.15）で機密性2情報についても試験的に利用。
行政における生成AIの適切な利活用に向けた技術検証（デジタル庁、
2024.5.13）

【教育分野での利用】

初等中等教育段階における生成AIの利用に関する暫定的なガイドライン
の改訂検討（文科省、2024.7.25）

【偽・誤情報等】

デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り方に関する検討会とりまとめ公表（総務省
、2024.9.10）

【雇用への影響】

雇用政策研究会中間整理「新たなテクノロジーが雇用に与える影響について」（厚労省、
2023.12.21）
生産性向上の一方で仕事内容は変化。労使コミュニケーション深化、キャリア形成支援などが
重要。

【ガイドライン・履行確保等】

ガイドライン等履行確保・AI利用促進に関する調査（内閣府、2023.11～）
各業種等におけるリスクや対応等を整理。

AIセーフティ・インスティテュート創設（内閣府等、2024.2.14）
海外の同種の機関とも連携し、安全性確保に向けた調査研究、基準作成等に取り組む。

AI事業者ガイドライン ver1.01（総務省・経産省、AI戦略会議了承、2024.11.22）
（参考）不正競争防止法「秘密情報の保護ハンドブック」（2024.2）生成AIに関して記載

【人材育成】

デジタルスキル標準の普及、ITSS（ITスキル標準）レベル３相当の教育
訓練を認定制度の対象へ

【公的機関によるデータの整備】

NICTによる日本語データの整備

政府データのAI学習への提供アクションプランver.1.0（内閣府、
2023.11.7）
政府データに関するニーズ調査、データ形式変換方法等を検討。

【計算資源の整備】

AI用計算資源について、産総研ABCIの拡充や民間における整備を支援。

【モデル開発支援】

スタートアップ等によるAIモデルの開発を促進させるべく支援。

【基礎研究】

NIIにおいて、生成AIモデルの透明性・信頼性の確保等の研究開発を開
始。理研において、科学研究向けAI基盤モデルの開発に着手するととも
に、2024年４月、AI for Scienceの日米連携枠組みを創設。 33
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AI事業者ガイドライン（第1.0
版）別添（付属資料）概要
（令和６年４月19日）
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AI事業者ガイドライン（第1.0
版）別添（付属資料）概要
（令和６年４月19日）



氏名 所属

庄司 昌彦 【座長】 武蔵大学社会学部メディア社会学科教授

石川 恵子 日本大学経済学部教授

大西 義紀 宇部市総務部デジタル推進課長

原 秀樹 CocreCoコンサルティング合同会社 代表

原田 智 公益財団法人京都産業21 DX推進監 兼CISO

正木 祐輔 神戸市デジタル監（企画調整局局長（DX担当）、CDO、CIO)

藪内 伸彦 奈良県田原本町総務部総務課ICT推進室主幹

山口 功作 合同会社側用人代表社員（香川県CDO補佐官）

吉本 明平 一般財団法人全国地域情報化推進協会企画部担当部長
※ 全国知事会、全国市長会、全国町村会、全国指定都市市長会、デジタル庁、デジタル田園都市国家構想会議事務局はオブザーバーとして参加

地方自治体のデジタルトランスフォーメーション推進に係る検討会

○ 地方自治体が取り組むＤＸの推進方策に係る検討を行うもの。
○ 主に自治体DX推進計画の策定等を議題として、令和２年11月から令和６年８月までに計32回開催
○ 第28回から第30回まで、自治体における生成AIの利活用について議論

第28回自治体ＤＸ検討会 自治体における生成AI導入状況等、生成AIに係る先行自治体・有識者聞き取り、意見交換R6.4

第29回自治体ＤＸ検討会 国の生成AIに係る取組状況等、自治体における生成AIの導入促進に係る論点R6.5

第30回自治体ＤＸ検討会 自治体における生成AI活用に関する対応方針等R6.6

＜構成員一覧＞

＜生成AIに係る検討＞
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東京都における生成AIの取組状況
東京都ヒアリング概要

ヒアリングを踏まえたやりとり
○ 特定行政分野での活用に向け、RAG（Retrieval-Augmented Generation、検索により拡張された生成）の利用を検証中 
○ 特定行政分野に関するデータは、デジタルサービス局外の部署から収集する予定。どのようなデータを収集するかについて
は、現在検討中
○ 生成AIは外部サービスとして位置付けており、インシデント発生時の庁内への周知や、サービスの利用中止等については、
全庁的な外部サービスの利用ルールに則って対応する想定

（１） 生成AIの活用状況

（２） 生成AIの活用による効果

項目 内容 備考

利用サービス
・Azure OpenAI Service ・令和５年８月から、Azure OpenAI Serviceを活用した文章生成AI

の利用環境を展開（UIは内製）

・Microsoft Copilot ・令和６年４月から利用

利用対象 ・全職員 ・若手職員だけでなく、課長代理級以上の役職者も多く利用

利用分野 ・限定無し（広範な分野で活用） ・アイディア出し、文章生成、要約等

（３）生成AIの導入・運用にあたっての工夫等

○ 業務の効率化 （約60%の職員が「業務時間の短縮」を実感）
○ 業務の質の向上 （約55%の職員が「業務の質が向上」を実感）
※アンケート（令和５年10月に実施）により把握

○ 短期間での導入のため、Microsoft本社への利用登録申請等を職員自身で実施
○ 情報漏洩、著作権侵害、ハルシネーション（AIが不正確な回答を出力する現象）のリスクに対応するため、オプトアウト申請
や文章生成AI利活用ガイドライン策定によるルール整備、職員向けの研修等を実施

○ アイデアソンなどの利用拡大に向けた施策を実施

※ヒアリング時資料等を基に事務局作成

第29回自治体DX検討会資料
（令和６年５月22日）
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神奈川県横須賀市における生成AIの取組状況
神奈川県横須賀市ヒアリング概要

ヒアリングを踏まえたやりとり
○ 全体の30%程度の職員が日常的に利用
○ 「多くのマスメディアでの報道により職員が自分ごととして捉えたこと」、「原則として各職員が自由に使えるようにしているこ
と」、「好事例やユーモラスな利用例の展開が職員の関心を引いたこと」等が利用率の向上に寄与

○ 特に、好事例等を定期的に展開し、生成AIに触れるための意識付けを進めたことが、利用率の向上に効果的であった
ものと考察

（１） 生成AIの活用状況

（２） 生成AIの活用による効果

項目 内容 備考

利用サービス ・ChatGPT ・令和５年４月から実証開始、同年6月から本格導入
・同年８月に他自治体向け問い合わせボットの運用を開始

利用対象 ・全職員 ・職員の約60%（2,300人／3,800人）が１回以上利用
・部署ごとの活用率の偏りは小さい（企画系部署の活用率が若干高い）

利用分野 ・限定無し（広範な分野で活用） ・文書作成、要約、校正、ブレスト、思考整理、エクセル関数作成

（３）生成AIの導入・運用にあたっての工夫等

○ 業務の効率化 （年間22,700時間以上の業務時間削減効果と推定）
○ 業務の質の向上
※アンケートやヒアリング、利用ログの解析により把握

○ 個人情報の入力の禁止等一定のルールを定め、周知
○ 「ChatGPT通信」を庁内発行し、定期的に好事例の横展開を図る等の取組により、職員の積極活用を推進
○ アドバイザーのサポートのもと、市民向け問い合わせbotの検証のため、職員にプロンプトインジェクションを実施させる「ホワイト
ハッカーコンテスト」を開催※4,000件の攻撃に対し、50件程度の不適切な返答があったため、改善中

※ヒアリング時資料等を基に事務局作成

第29回自治体DX検討会資料
（令和６年５月22日）
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静岡県湖西市における生成AIの取組状況
静岡県湖西市ヒアリング概要

ヒアリングを踏まえたやりとり
○ 首長は、少ない労力で効率的に社会課題を解決していくべきとのスタンスであり、生成AIについても、効率化を実現する
ための便利なツールの一つとして捉えている

（１） 生成AIの活用状況

（２） 生成AIの活用による効果

項目 内容 備考

利用サービス
Logo AI アシスタントbot版 ・LGWAN系で利用

プロキュアテック（仕様書作成特化型） ・企画発意する職員が利用

ChatGPT-4 ・インターネット系で一部職員が利用

利用対象 全職員
・職員の約15％（80人／480人）が利用
・１人あたり10回／月程度利用
・議会中は利用回数が多い傾向

利用分野 限定無し（広範な分野で活用） ・文章作成（仕様書、住民からの問い合わせ回答文、企画書、マニュアル、
あいさつ文等の案文）、要約、校正（プレスリリースの校正等）

（３）生成AIの導入・運用にあたっての工夫等

○ 業務の効率化 （月間100時間程度の業務時間の削減効果と推定）
※入力文字数に対する生成文字数の比較・分析により、導入効果を試算

○ セキュリティ対策として、ログの記録・出力機能がある製品の導入、生成AI利用ガイドラインの策定等へ適切な使用方法
を明記

○ 利用率向上のため、良いプロンプトと悪いプロンプトを例示しつつ周知（プロンプトの例示後、利用率が向上）

※ヒアリング時資料等を基に事務局作成

第29回自治体DX検討会資料
（令和６年５月22日）
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生成AIの利用パターンの整理

○不特定多数のユーザを対象とし
た生成AIサービスを活用するも
の
例）ChatGPT、Copilot 等

○約款型サービスであり、要機密情
報を取り扱うことができない

○公開情報等を元にした活用が主
（アイデア出しや挨拶文の作成等）

○APIを使って独自に組織専用の
（特定行政分野の）生成AI
環境を開発・活用するもの

○セキュリティ環境を強化できる一
方、一般に開発コスト大きい

○一部の要機密情報を入力した
活用も可(将来公表予定の白書やQA
作成等)

○ ChatGPT等の基盤をベースに
開発された特定の業務特化型
のアプリを活用するもの

○調達仕様書自動作成サービスな
ど自治体向けのアプリも徐々に作
成されつつある

１ ChatGPTなどLLM保有企業
提供のツールを利用する 2 専用の生成AI環境を構

築・利用する 3 生成AI搭載の
アプリを利用する

○ 目的に応じて様々な生成AIツールの活用が想定される。

第29回自治体DX検討会資料
（令和６年５月22日）
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○ 小規模自治体を中心に、生成AIを導入・活用するためのノウハウがないことが課題

自治体における生成AI利活用に係る今後の対応方針案

対応方針① 自治体向けの情報提供・助言

対応方針③ 特定の行政事務に特化した生成AIサービスの開発
○ 民間主導で行われている生成AI搭載のサービス開発が、自治体のニーズを踏まえて行われることが重要
○ どのようなサービスがあるのか知られていないことが課題

対応方針② 個別行政分野での利活用に向けた検討・実証
○ 自治体行政の多様化・複雑化、職員退職や人事異動による業務ノウハウの継承が課題

（職員が調べ物をするのに労力がかかりすぎる現状）

対応方針①

対応方針②

対応方針③

○  政府内の議論や活用の際の申し合わせ等について随時情報提供
○ 先進自治体の事例の研究等も引き続き行い、「自治体における AI活用・導入ガイドブック」を更新

 （記載内容イメージ）導入までの取組（自治体がガイドラインを作成する際に参考となる各種知見や項目の例示など）
 利活用の際の留意事項（個人情報の取扱、情報セキュリティ確保など）
 導入・活用の事例 等

○ 全国で共通的に利用できるような、個別行政分野における生成AIを活用した業務支援ツールの開発に向け、
課題を整理
（ex.データセットの形式や回答の精度を上げるために有用なプロンプト蓄積）

○ 事業者や自治体の協力を得て具体的な実証事業も検討

○ 自治体のニーズ把握を行うとともに、その公表方法について検討
○ 生成AIサービスに係る自治体ＤＸ参考事例集での情報提供

第30回自治体DX検討会資料
（令和６年６月26日）
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